













































では、 Marion et al.，(1 985)や Lutz et al.，(1 997)が多様な成果指標を用いていることを参考
に、フードシステム学においても、研究目的に応じた複数の成果指標の活用を認めるべき
とする考えを提唱した。その上で本論では、グローパル化の進展や多国籍企業の影響力拡
大による国内産業への負の影響を検討するため、構成主体聞の所得分配機能(公平性)の観点
から、構造転換前後の成果(Performance)を評価した。
結論は、以下の通りである。まず(1)輸入業者(総合商社・全農)や植物油製造業、配合飼料
製造業から構成される一連の輸入大豆のフードシステムにおいて、国際大豆価格の高騰や
副産物である大豆粕の輸入拡大等により、加工賃産業である植物油製造業の立ち位置が弱
くなっていること(課題1)0 (2)グ、ローバル化の進展後には、畜産部門の衰退による大豆粕需
要の減退や植物油輸入の拡大によって、大豆搾油量が減退し、植物油製造業が主に輸入原
油の精製を行う業態に変化する可能性があること(課題 II)等を確認した。その上で、グロー
パル化の進展後の我が国の穀物輸入体制と食品製造業への影響について考察し、①本論に
おいて、日本が世界の農業・食料システムにおける最終製品消費国として包摂されようと
する過程が示されたこと。②将来のグローパル化による植物油関税の撤廃後には、そうし
た傾向は更に強まるものと見られること。③こうした国内食品産業の基礎素材型業種の縮
小は、輸入の拡大による安価な中間財供給につながる側面も有しており、グローバル化の
進展によって具体的にどのような変化が食品産業全体で起き得るのか推計することが、今
後の課題となることを確認した。
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